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３．４  計算結果  

 

図３－２ 許容たわみ診断（脱レール診断） 

 

図３－３ 許容応力度診断 

 
図３－４ 許容たわみ診断（脱レール診断） 

 

図３－５ 許容応力度診断 

３．５   耐震補強 バッキング法について 

  

図３－６ バッキングの施工方法 図３－７ 昇降機配置図 

  

図３－８ ５号機 左側    図３－９  ５号機 右側 

バッキング法について 

図１（A）はガイドレール背面に H 鋼を溶接し、ガイドレール

の許容たわみ・応力度を上げる手法である（但し、レールと昇

降路内の壁との距離が無い場合を除く） 

図１（B）はガイドレール背面に L 鋼を溶接し、ガイドレール

の許容たわみ・応力度を上げる手法である（H 鋼に比べ強度は

落ちるがレールと壁との距離が短い場合でも施工が可能） 

４．１ まとめ  

・本大学は極めて稀に発生する（東北地方太平洋沖地震など）

地震に対して新宿駅西口の防災拠点（S09 耐震）として高い耐

震性能が求められるため、現状維持は危険と判断できた。だが

一般的な建物（A09 耐震）として判断する場合では、被害は見

られなかった。 

・想定東海東南海・首都直下・告示波６波では 1 階、5～7 階、

17～20階の被害が確認できたのでそれぞれの階に補強が必要。 

５．１ 今後の課題  

・建物応答の時刻によって減衰率が変動することが分かってい

るので、時刻によって変動する減衰率を考慮したモデルの作成

が必要。 

・補強する場合断面二次モーメントおよび断面係数の値は、ガ

イドレールを含む合成値を用いて診断を行うため、改めて補強

した場合に耐震性能があるかの再計算が必要。 
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